
経済活動・行動制限 あり

主な制限と再開基準等

1緊急事態管理庁(DSU)のRaed Arafat長官は、3月8日まで続いていた警戒事態(the state of 
alert)期間を、これ以降延長しないことを決定した。
2. 保健省は3月8日、以下の予防策を推奨した。義務ではない:
・混雑した場所、公共交通機関、医療機関、教育機関内ではマスク着用
・人込みを避ける、.手洗いの励行、公共交通機関など定期的な消毒、症状が出た場合は医師に相談
3. 全国緊急事態委員会（CNSU）は3月8日、COVID-19関連の検疫手続きを廃止することを決
定した。これにより渡航者が入国前にオンライン登録していたPLF（登録サイトhttps:plf.gov.ro）も廃
止。

経済活動再開状況
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経済活動・行動制限状況

ルーマニア：ビジネス活動正常化に向けた基本情報
（2022年3月30日時点）

感染者状況

累計感染者数 2,847,015人

累計死亡者数
新規感染の傾向

（直近1週間前比）

64,958人

減少（⤵）。
１日あたり 3,371人
(3/23～3/29の平均)

※出所：内務省

渡航／入国制限状況

外務省渡航情報
レベル３

（渡航中止勧告）

日本からの直行便

• なし

主な入国制限措置概要

2022年3月8日をもって入国制限はすべて廃止された。

• 2021年6月29日からホレカ(ホテル、レストラン、カフェの頭文字が由来)産業向け助成金申請受付
開始（経済・起業・観光相発表の緊急法令2020年第224号）。2020年の(少ない)売上高と
2019年の(平常時の)売上高の差額の20％が助成される。

• 欧州委員会は2021年10月27日、ルーマニア向けに、パンデミックの影響を大きく受けた産業分野の
中小企業、特に加工、建設、卸・小売、自動車修理、輸送・倉庫業の経営を支援する3億5,800
万ユーロの補助金スキームを承認した。2018年末までにルーマニアで設立された企業であること、また
2019年度決算は営業利益を計上していたことなど。4,000社が対象1社あたり上限額は€100万。
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■ 欧州における新型コロナウイルス対応状況ウェブサイト

ジェトロウェブサイトにて新型コロナウイルス関連ニュース、動画によるワンポイント
解説、欧州各国の企業などに対する支援策を紹介。

https://www.jetro.go.jp/world/covid-19/europe/

注目のトピック

ワクチン、3回目接種も普及
政府は3月13日を最後に、接種済ワクチン本数のデータの公開を終了した。3
月13日時点で、ワクチンを1回でも接種した人は8,116,026人、2回接種し
た人は8,080,704人、ブースター（3回目）接種を受けた人は2,548,948
人。副反応発生は19,997 人。（Vaccinare-covid.ro）。少なくとも1回
接種した人の全人口に占める割合は42.2%（ECDC）。
2020年12月27日以降の接種種別毎累計
ファイザー 12,812,372本、うち副反応 10,231件 (0.08%)
ファイザー(小児向け) 16,261本、うち副反応 13件 (0.08%)
モデルナ 1,009,495本、 2,312件 (0.23%)
アストラゼネカ 852,364本、 6,174件 (0.72%)
ジョンソンエンドジョンソン 2,046,829本、1,267件（0.06％）
合計 16,737,321本

在留外国人も居留証(IDカード)があればルーマニア国民同様、無料かつ予約
無しで接種可能。5月に予約不要で接種できる大規模キャンペーン「ワクチンマ
ラソン」が国内主要都市で実施されたものの、7月に入ってから接種率はほとん
ど伸びていないため、政府は2021年9月3日から、規定回数接種完了者は宝
くじに登録でき、また希望すれば100レイ(≒2,600円)のミールバウチャーを入
手できるというインセンティブを導入したが、後者については事実上運用されてい
ない。

現地日系企業の活動状況

現地日系企業の抱える課題

操業状況、現在抱える課題、懸念ほか

行動制限下では、以下のような課題があった。
• 在宅勤務でパフォーマンスが上がった例もあり、コロナ禍が明けても在
宅勤務制度を残し、オフィススペースを縮小する予定の企業も。

• ITやゲーム開発関連企業は、巣ごもり需要で活況だが、在宅勤務に
よる納期の大幅な遅れ、打ち合わせ不足に起因するクオリティー悪化
などの新たな問題が生じている。

• 一方でヨコガワ・ヨーロッパ・ルーマニア支店は地元コージェネ発電所の
高効率化システムを、チェコ、米豪の支社からもリモートで応援を得て、
わずか8カ月で納期前に完成したという例も。
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ジェトロのサポートJ

（2022年3月30日時点）

TEL : 03-3582-5651
（平日9時～12時/13時～17時（土日、祝祭日を除く））

■ 新型コロナウィルスに関するお問い合わせ

（海外）
最寄りのジェトロ海外事務所まで

お問い合わせください

（国内）
新型コロナウイルス相談窓口

https://vaccinare-covid.gov.ro/actualizare-zilnica-08-02-evidenta-persoanelor-vaccinate-impotriva-covid-19-2/

